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学校は今何をすべきNo82

2021年12月24日作成 義髙 亙（202４年１２月２０日一部改訂）

〇学校の課題

不祥事 いじめ 不登校 部活地域移行 教員欠員 今、学校課

題のニュースは多岐にわたります。

その中で今、学校は何をするべきか。

義務教育の小中学校、養護学校であれば、本来簡潔なはずです。

様々な事情を加味されて簡潔な目的から離れてしまっています。

最大の義務は一言で言えば日本国民の義務である「教育の義務を遂

行する」事です。

ではどうやって行うか。各教科に学ぶ事を分配された授業によっ

て教育の義務を遂行します。したがって義務教育学校が行うべき最

大の目的は「全員に授業で教育を授ける」という事です。

この目的は実際にどうなっているでしょうか。

授業以外の活動が膨大に増加しています。教員も子どもも授業以

外の活動を過多に行う状況になっています。

結果 教員の志望者が減り、教員の欠員が増大し、授業を行うこと

が困難な学校も出ています。子どもも不登校が年々増え続け、「全員

に授業で教育を授ける」という最大の目的が達成できなくなってき

ています。教員はグラフのように志望者が減少を続けています。そし

て教員が欠員している状況も増加しています。授業するための学校

に教員がいないのです。そして学校に登校できない子どもも増加を

続けています。子どもが学校に来なくなっているのです。

〇全員学校に来ることが最重要の目的に

１８８６年１４０年前に学校令が発布され１９０７年に義務教育が始

まった時の就学率は約８５％です。この時日本の目的は「全ての子ど

もを学校に通わせる」事でした。

残念ながら、今、再び日本の教育はこの目標を持たねばなりませ

ん。「全ての子どもと充分な教師を学校に集める」明治維新時の目標

を再び最優先目標として挙げる必要があります。その為にはどうす

るかデータを分析して提示していきたいと思います。このような現

状で、日本の学校は、日本国民に信頼されているのか？という疑問

も出てきます。その疑問に答える資料が、文部科学省から出ていま

す。中学3年生の約8割が学習塾通いをしています。そしてその学習

塾の平均費用が年間２０万円を超えています。つまり学習について

敢えて自費で高額を使い、大半の子どもが学習塾で学習していると

いう事です。そして私立中学の学習塾費用は低く、公立中学の学習

塾費用は高額になっています。

これは公立中学校の存在だけでは充分ではない、という判断をして

いるに等しい結果です なぜここまで学校は信頼を低下させてしま。

ったのでしょうか。考えてみましょう。
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